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This study examines the transformation of online Japanese language learning support for a Ukrainian 

displaced child in the lower elementary school grade conducted for over approximately one and a half 
years via 83 online sessions. This study clarified how the educational support evolved during the 
practice and identified the factors underlying its continuous implementation. Data were collected from 
lesson records, interviews with instructors, and teaching materials. The support gradually developed 
from basic Japanese language instruction to assistance with Japanese language arts and other school 
subjects, and during the same period the teaching materials, instructional methods, and teachers’ 
perspectives changed in response to the child’s developmental stage, learning needs, and school 
environment. The following three major factors contributed to this transformation: developmentally 
appropriate instructional design, psychological and educational support, and close collaboration with 
the school. Furthermore, the support system established through this practice has continued to be in use 
for other children with foreign backgrounds. These findings hold practical implications for the design 
and implementation of online Japanese language learning support for displaced children. 

 
1. はじめに 
近年、日本に在留する外国人の増加に伴い、日本

語指導を必要とする外国人児童生徒も増加している。

それに伴い、外国人児童生徒への日本語教育は、日

本語能力の育成だけではなく、学校生活への適応や

教科学習への参加を支える教育として、その重要性

が高まっている（文部科学省，2019）。また、ICTの
発展やオンライン会議システムの普及を背景として、

オンラインを活用した日本語学習支援も広がりつつ

あり、外国人児童生徒に対する地域や時間の制約を

超えて学習機会を提供する手段として期待されてい

る。一方、オンラインを用いた学習においては、学

習者との相互作用を確保すること、学習意欲を維持

すること、学習者の特性に応じた教材や授業を設計

することなどが重要であるとされている（赤堀，

2020）。特に、外国人児童生徒を対象とする場合には、
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発達段階と日本語能力の双方に配慮した支援や教材

の工夫がより重要になると考えられる。 
このような状況の中、2022年のロシアによるウク
ライナ侵攻以降、日本ではウクライナ避難民の受入

れが進み、避難民児童生徒に対する日本語学習支援

が各地で実施されてきた。筆者らは、日本語教育の

専門家が少ない地域の自治体から依頼を受け、小学

校低学年のウクライナ避難民児童 1 名を対象に、約
1年半にわたり 83回のオンライン日本語学習支援を
実施した。支援は当初、日本語能力の育成を中心と

して開始されたが、実践を重ねる中で、学校生活へ

の適応や教科学習を支える支援へと発展していった。

さらに、本実践を契機として自治体におけるオンラ

イン日本語学習支援の仕組みが整備され、その後、

ウクライナ避難民以外の外国人児童生徒への支援が

開始され、現在も継続して実施されている。本実践

は、なぜ継続的な取組として発展し、他の外国人児

童生徒への支援へと展開することができたのだろう

か。 
本研究では、一連の支援活動の起点となった小学

校低学年のウクライナ避難民児童に対する実践をと

りあげ、支援内容が実践を通してどのように変容し

たのかを明らかにするとともに、その分析を通して、

小学校低学年の避難民児童に対するオンライン日本

語学習支援が継続的に実施できた要因を明らかにす

ることを目的とする。これらの知見は、今後、同様

の支援を必要とする外国人児童生徒へのオンライン

日本語学習支援を設計・実施する上でも示唆を与え

るものと考える。 
 

2. 先行研究 
2.1 外国人児童生徒への日本語教育 
近年、日本では外国人住民の増加に伴い、日本語

指導を必要とする外国人児童生徒も増加している。

文部科学省（2019）では、日本語指導は、日本語能力
の育成にとどまらず、学校生活への適応や教科学習

を含めた学校教育全体への参加を支える役割を担う

ことが示されている。また、「外国人児童生徒等の教

育の充実に関する有識者会議報告」（2020）では、外
国人児童生徒への教育は、日本語指導担当教員だけ

でなく、学級担任、管理職、教育委員会、地域支援者

等が連携しながら実施する学校全体の取組として位

置付けられている。 
こうした動向を受け、外国人児童生徒への日本語

教育は、日本語能力の向上のみを目的とするものか

ら、学校教育全体への参加を支える教育活動へとそ

の役割を広げてきた。川上は、「移動する子どもたち」

の教育では、日本語教育を学校教育から切り離して

考えるのではなく、子どもの生活や学び全体を支え

る視点が重要であると指摘している（川上，2011）。
すなわち、日本語教育は、教科学習や学校生活との

関連の中で計画・実施されることが求められている。 
さらに、小学校低学年児童への日本語教育では、

発達段階への配慮が不可欠である。低学年児童は、

抽象的な説明よりも具体物や体験を通した学習を得

意とすることから、教材や活動内容、学習時間につ

いても年齢や発達段階に応じた工夫が必要となる。

また、日本語の習得と学校生活への適応は相互に関

連しているため、学校での学習内容や生活経験と結

び付けながら支援を行うことが重要である。 
このように、外国人児童生徒への日本語教育では、

日本語能力の育成に加え、学校生活への適応や教科

学習を含めた包括的な支援の重要性が指摘されてい

る。一方で、小学校低学年児童を対象として、発達

段階に配慮しながらオンラインで継続的に日本語学

習支援を行った実践については、その支援内容の変

容過程まで分析した研究は十分に蓄積されていると

は言えない。 
 

2.2 オンライン日本語教育 
ICT の発展やオンライン会議システムの普及に伴
い、日本語教育においてもオンラインを活用した授

業実践が広がっている。特に新型コロナウイルス感

染症の流行以降、オンライン授業は対面授業を代替・

補完する手段として急速に普及し、多様な教育実践

や研究が蓄積されてきた（赤堀，2020）。 
オンライン日本語教育の利点としては、時間や場

所の制約を受けずに学習機会を提供できることや、

地域間の教育格差を軽減できることが挙げられる。

一方で、学習者との相互作用をどのように確保する

か、学習意欲をどのように維持するか、オンライン

環境に適した教材や学習活動をどのように設計する
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かなどが重要な課題として指摘されている（赤堀，

2020）。 
こうした課題に対して、保坂ほか（2021）では、海
外の日本語教育機関におけるオンライン授業が分析

され、認知的プレゼンス、社会的プレゼンス、教授

的プレゼンスの三つのプレゼンスを意識した授業設

計が、学習者の学習参加や相互作用を支える上で重

要であることが指摘されている。また、保坂は、オ

ンライン日本語授業では、対面授業とは異なる授業

設計や教材設計が必要であり、学習者との相互作用

を意図的に組み込んだ授業デザインの重要性を論じ

ている（保坂，2022）。 
さらに、教材設計の観点からは、鈴木（2002）にお
いてインストラクショナルデザインの考え方が示さ

れ、学習目標や学習者の特性に応じて教材や活動を

設計する必要性が指摘されている。また、鈴木（2022）
では、オンライン日本語授業においては、Keller の
ARCS 理論を基に、学習者の注意を喚起し、学習内

容との関連性を高め、自信や満足感につなげる授業

設計が重要であると述べられている。 
このように、オンライン日本語教育に関する研究

では、オンライン環境に適した授業設計や教材設計、

学習者との相互作用を支える教師の役割について多

くの知見が示されている。しかし、その多くは成人

学習者や大学生を対象とした研究であり、小学校低

学年児童を対象としたオンライン日本語学習支援に

ついては研究の蓄積が十分ではない。特に、長期間

にわたる実践を通して、支援内容や教材、授業方法

がどのように変容していったのかを分析した研究は

ほとんど見られない。 
 

2.3 避難民・難民支援 
避難民・難民に対する日本語教育では、日本語能

力の育成だけではなく、新たな生活環境への適応や

心理的な安定を支えることも重要な役割として位置

付けられている。そのため、日本語教育を言語指導

に限定するのではなく、学校生活や地域社会への参

加を支える包括的な支援として捉える必要性が指摘

されている（文部科学省，2019）。 
2022年のロシアによるウクライナ侵攻以降、日本
国内ではウクライナ避難民児童生徒に対する日本語

学習支援が各地で実施され、その実践事例が報告さ

れている。例えば、神田外語大学留学生別科（2021）
は、オンラインを活用した日本語教育の可能性を示

し、オンライン環境においても学習者同士や教師と

の相互作用を重視した授業設計の重要性を指摘して

いる。また、小野ほか（2023）は、ウクライナ避難民
を対象とした集中日本語教育の実践を報告し、言語

学習だけではなく、生活支援や心理的支援を含めた

包括的な支援の必要性を論じている。 
一方で、避難民児童への支援では、来日時期、日

本語能力、学校生活への適応状況、心理的背景など

が一人ひとり異なるため、画一的な教育内容では十

分に対応することが難しい。そのため、児童の実態

や成長に応じて支援内容を柔軟に見直しながら継続

していくことが求められる。 
しかし、これまで報告されている研究の多くは、

支援体制の構築や実践内容を紹介した実践報告が中

心であり、支援内容が実践を通してどのように変容

したのかを分析した研究は少ない。また、小学校低

学年児童を対象として、長期間のオンライン日本語

学習支援を継続し、その変容過程と成立要因を検討

した研究は、十分に蓄積されているとは言えない。 
 

2.4 本研究の位置付け 
以上のように、外国人児童生徒への日本語教育で

は、学校生活や教科学習を含めた包括的な支援の重

要性が指摘されており、オンライン日本語教育では、

オンライン環境に適した授業設計や教材設計、教師

の役割について研究が蓄積されてきた。また、避難

民・難民に対する日本語教育についても、多様な実

践が報告され、その教育的意義が明らかにされつつ

ある。 
しかし、これらの研究では、それぞれの教育実践

や支援の在り方について論じられているものの、小

学校低学年の避難民児童を対象としたオンライン日

本語学習支援を長期間継続し、その支援内容が実践

を通してどのように変容したのかを分析した研究は

ほとんど見られない。また、支援内容の変容を、授

業担当者の実践上の工夫や教材の変化、学校との連

携と関連付けながら検討した研究も十分には蓄積さ

れていない。 
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本研究では、ウクライナ避難民児童 1名を対象に、
約 1 年半にわたり実施した 83 回のオンライン日本
語学習支援を取り上げる。そして、授業記録、授業

担当者へのインタビュー及び授業で使用した教材を

分析資料とし、支援内容が実践の中でどのように変

容したのかを明らかにするとともに、その変容を支

えた要因について考察する。 
本研究によって得られる知見は、ウクライナ避難

民児童への支援という一事例にとどまらず、今後、

外国につながる児童に対するオンライン日本語学習

支援を計画・実施する際の教育実践にも示唆を与え

るものと考えられる。 
 

3. 研究方法 
3.1 研究課題 
本研究は、ウクライナ避難民児童に対するオンラ

イン日本語学習支援の実践を対象とし、その支援内

容の変容過程と、それを通して支援が継続的に実施

できた要因を明らかにすることを目的とする。その

ため、本研究では以下の 2点を研究課題とする。 
 
研究課題 1： ウクライナ避難民児童に対するオ 
ンライン日本語学習支援は、実践をとおして 
どのように変容したのか。 

 
研究課題 2： オンライン日本語学習支援が継続 
的に実施できた要因は何か。 

 
3.2 対象実践 
本研究では、2022年 6 月 14日から 2023年 12 月

13日まで実施した、ウクライナ避難民児童 1名に対
するオンライン日本語学習支援を対象とする。本実

践は、GSSC日本語クラブ 1が自治体からの依頼を受

けて開始され、Google Meetを用いて定期的に実施し

た。対象期間中に行われた日本語学習支援は 83回で、
対象児童の日本語能力の向上だけでなく、学校生活

への適応や教科学習への参加を支援することを目指

した。支援開始当初の 2 週間は授業を担当した筆者

2名を含む 3名が週 3回・各 2時間で授業を実施し、
その後は、授業担当者の筆者 2名が週 2回・各 1時
間で継続的に支援を行った。 

支援開始前には教育委員会担当者及び GSSC 日本
語クラブ運営者 2名（授業担当者以外の筆者 2名）
による打合せを行い、支援開始後も教育委員会、小

学校及び GSSC 日本語クラブとの定期的な協議を継

続しながら、対象児童の状況や学校での学習状況に

応じて支援内容を見直した。 
 

3.3 調査の方法 
本研究では、授業担当者である筆者 2 名による実
践の振り返りと、授業担当者以外の筆者 2 名による
分析を組み合わせる方法を採用した。 
まず、授業を担当した筆者 2 名が、授業記録及び

授業で使用した教材を基に、各授業で実施した教育

内容を時系列に整理し、授業で留意した事項につい

て記述した。次に、授業を担当していない筆者 2 名
が、整理・記述した内容について授業担当者に対し

て半構造化インタビューを実施し、授業設計の意図、

支援内容を変更した理由、対象児童への配慮、学校

との連携などについて聞き取りを行った。さらに、

授業担当者以外の立場から、授業記録及びインタビ

ューデータを参照しながら、実践内容と教材につい

て分析を行った。 
このように、本研究では、授業担当者による実践

の整理と、授業担当者以外の研究者による分析を組

み合わせることにより、実践者の視点と第三者の視

点の双方から実践過程を検討した。 
 

3.4 分析資料 
本研究では、オンライン日本語学習支援の実践過

程を多面的に把握するため、①授業記録、②授業担

当者へのインタビューデータ、③授業で使用した教

材の 3 種類の資料を分析対象とした。 
授業記録は、各回の授業内容、学習活動、対象児

童の反応、授業担当者の気付き等を記録したもので

あり、授業担当者と授業担当外の両者がどのような

タイプの支援内容が実践の中で行われたか、それは

どのように変容したかを把握するための基礎資料と

した。授業担当者へのインタビューデータは、授業

担当者自身の振り返りを基に、授業担当者以外の研

究者が半構造化インタビューを行って得られたもの

である。これを用いて、支援内容を変更した理由や
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授業設計上の意図、児童への配慮など、授業記録の

みでは把握できない背景を分析した。教材について

は、授業で実際に使用した PowerPoint教材を対象と
し、必要に応じて教材の構成や活動内容、提示方法

の変化を検討することで、教育内容の変容との関連

を分析した。 
これら 3 種類の資料を相互に照合しながら分析す

ることにより、支援内容の変容過程と、その背景に

ある授業担当者の意図や判断を総合的に検討した。 
 
3.5 分析方法 
本研究では、授業記録、授業担当者へのインタビ

ューデータ及び教材を用いて、次の手順で分析を行

った。 
まず、授業担当者が整理した 83回分の授業記録を

基に、実施した教育内容についてアフターコーディ

ングによる分析を行った。具体的には、教育内容を

グループ化し、各グループにラベルを付与した上で、

その出現数を集計した。さらに、教育内容の変化が

みられる分岐点を探索し、その結果に基づいて支援

期間を複数の時期に区分した。 
次に、授業担当者がそれぞれ記述した授業実施上

の留意点について、授業担当者以外の 2 名がインタ

ビューを行いながら、協働でアフターコーディング

による類型化及びラベル付けを行った。その結果、

抽出された各カテゴリーについて、出現数を集計す

るとともに、KH Coderを用いてテキストマイニング

を行い、各カテゴリーに特徴的な語句を抽出した。 
さらに、授業担当者以外の研究者が授業記録を分

析し、オンライン授業の観点から、授業の進め方、

学校との協働、学習環境及びオンライン授業の限界

について整理し、オンラインによる日本語学習支援

の特徴を検討した。 
最後に、教育内容の変化が認められた時期を代表

する授業で使用した教材を時系列に分析し、低学年

児童に対するオンライン日本語学習支援において有

効であった教材の特徴を検討した。 
以上の分析結果を総合的に検討し、オンライン日

本語学習支援における支援内容の変容過程と、その

変容を支えた要因について考察した。 
 

4. 分析結果 

4.1 教育内容の変容 

授業担当者が整理した 83 回の授業記録について

アフターコーディングを行い、教育内容を類型化し

た。その結果、「言語教育」「国語科目」「その他の教

科」の 3 つのカテゴリーが生成された。また、教育

内容の推移を検討した結果、2022年 7 月 1日の関係

者による協議及び 2023 年度の支援開始時を転換点
として教育内容に大きな変化が認められた。そこで、

支援期間を、第 1期（2022年 6 月 14日〜6 月末）、

第 2期（2022年 7 月〜2023年 3 月）、第 3期（2023
年 5 月〜2023年 12 月）の 3期に区分して分析した。 
表 1 は各期における教育内容の分類結果を示した

ものである。表 1に示すように、第 1期では教育内
容の多くが言語教育に分類され、国語科目に関する

内容はわずかであった。第 2 期では国語科目に分類

される教育内容が大きく増加し、言語教育とほぼ同

数となった。第 3 期では、国語科目に加え、算数や

生活科など「その他の教科」に分類される教育内容

も取り入れられるようになった。一方で、言語教育

についても引き続き多く実施されており、教科内容

の導入後も日本語の基礎的な言語指導が継続して行

われていたことが分かる。 
 
表 1 教育内容の変化 

 
以上のことから、本実践では、日本語の基礎的な

指導から始まり、早い段階で国語科の学習内容を取

り入れ、その後、他教科へと支援内容を拡張してい

ったことが明らかになった。 
 

4.2 授業担当者が留意した点 

前節では、オンライン日本語学習支援における教

育内容の変容について示した。本節では、それらの

教育内容を実践する際に、授業担当者がどのような

点に留意していたのかについて分析した結果を示す。 

  言語 国語科目 その他の 
科目 

第 1 期 64 (81%) 4 (5%) 11 (14%) 

第 2 期 73 (50%)  74 (50%) 0 (0%) 

第 3 期 66 (58%) 41 (36%) 6 (5%) 
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4.2.1 留意点の類型化 

授業担当者が授業記録に記述した留意点について、

授業担当者以外の研究者がインタビューを踏まえな

がら協働でアフターコーディングによる類型化及び

ラベル付けを行った。その結果、留意点は「認知的

側面」「情意的側面」「社会的側面」の 3 つのカテゴ
リー及び「その他」に分類された。表 2 は、各期に
おける留意点の分類結果を示したものである。 
 
表 2 各期における留意点の分類結果 

 
表 2に示すように、認知的側面に関する留意点は、

いずれの時期においても最も高い割合を占めており、

第 1期では 50％、第 2期では 64％、第 3期では 58％
であった。情意的側面に関する留意点は、第 1 期の
25％に対し、第 2期は 30％、第 3期は 29％であり、
第 2期以降も全体の約 3 割を占めていた。社会的側

面に関する留意点は、件数では第 1期及び第 2期の
各 4件から、第 3期には 10件へと増加した。一方、
各期の留意点全体に占める割合は、第 1 期が 25％、
第 2期が 6％、第 3期が 14％であり、第 1期が最も
高かった。 
以上の結果から、授業担当者は全期間を通して認

知的側面を中心に留意しつつ、情意的側面について

も継続的に配慮していたことが示された。また、社

会的側面については、件数と各期における割合とで

異なる傾向がみられた。各カテゴリーの具体的な特

徴については、以下で順に述べる。 
 

4.2.2 認知的側面の特徴 

認知的側面に分類された留意点の具体的な特徴を

把握するため、KH Coderを用いて授業担当者の記述

に対しテキストマイニングを行った。表 3は、Jaccard
係数に基づいて抽出された上位 5 語と、それぞれの

語を含む授業記録の記述例を示したものである。特

徴語として、「学習」「読む」「理解」「教科書」「教材」

が抽出された。 
 
表 3 認知的側面における特徴語と記述例 

特徴語 授業記録における記述例 

学習 

子どもたちが学校で目にすることが多く、生

活科の学習でも扱われるものを先に選んだ。

おかゆという言葉を学習する際には、ウクラ

イナの料理であるカーシャの画像を用意し

た。 

読む 

児童がファンタジーの世界に入ることがで

きるかを確認しながら、少しずつ読み進め

た。 

理解 
新出語彙の理解だけでなく、音読練習や物語

の内容理解についても指導した。 

教科書 

文法に関する内容は教科書に学習事項とし

て掲載されているため、その進度に合わせ

た。 

教材 
『おむすびころりん』は、読み物教材として

扱った。 

 
「学習」に関する記述では、学校での学習内容と

の関連を考慮した題材の選択や、児童の既有知識と

結び付けるための画像の使用がみられた。「読む」及

び「理解」に関する記述では、児童の反応を確認し

ながら文章を読み進めること、新出語彙、音読、物

語の内容理解を扱うことが示されていた。また、「教

科書」及び「教材」に関する記述からは、在籍学級の

教科書の進度を踏まえて学習内容を設定するととも

に、物語を読み物教材として使用した指導が行われ

ていたことが確認された。 
以上の結果から、認知的側面に関する留意点には、

児童の理解の状況を確認しながら指導を進めること、

語彙や音読、物語の内容理解を扱うこと、学校の学

習内容や教科書の進度を考慮することが含まれてい

た。 
 

4.2.3 情意的側面の特徴 

情意的側面に分類された留意点の具体的な特徴を

  認知 情意 社会 

第 1 期 8 (50%) 4 (25%) 4 (25%) 

第 2 期 44 (64%) 21 (30%) 4 (6%) 

第 3 期 41 (58%) 20 (29%) 10 (14%) 
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把握するため、KH Coderを用いてテキストマイニン

グを行った。表 4は、Jaccard係数に基づいて抽出さ

れた上位 5 語と、それぞれの語を含む授業記録の記

述例を示したものである。特徴語として、「ウクライ

ナ」「言う」「あいさつ」「話す」「クリスマス」が抽出

された。 
 
表 4 情意的側面における特徴語と記述例 

特徴語 授業記録における記述例 

ウクライナ 
ウクライナに関する写真を入れていきたい。 

ウクライナにつての質問もしやすくなった。 

言う 
授業中に「これはウクライナ語でなんと言う

の？」の問いかけに進んで答える。 

挨拶 
「曜日」と「あいさつ」についてウクライナ

語での言い方を聞いた。 

話す 話したいだけ話す時間は大切だと思う。 

クリスマス 

楽しかったウクライナのクリスマスを思い

出すのはつらいかな，と心配したが，どれも

楽しそうに話していた。 

 
「ウクライナ」に関する記述では、児童の出身国

や生活経験に配慮し、それらを授業内容に取り入れ

る様子がみられた。「言う」及び「話す」に関する記

述では、児童が安心して自分の考えや経験を表現で

きるよう促す場面が確認された。また、「あいさつ」

や「クリスマス」に関する記述からは、授業の導入

や季節の行事を取り入れながら、児童が安心して学

習に取り組める雰囲気づくりを意識していたことが

示されていた。 
以上の結果から、情意的側面に関する留意点には、

児童の文化的背景や生活経験を尊重すること、安心

して発話・表現できる学習環境を整えること、日常

的なコミュニケーションや季節の話題を取り入れな

がら学習意欲を支えることが含まれていた。 
 

4.2.4 社会的側面の特徴 

社会的側面に分類された留意点の具体的な特徴を

把握するため、KH Coderを用いてテキストマイニン

グを行った。表 5は、Jaccard係数に基づいて抽出さ

れた上位 5 語と、それぞれの語を含む授業記録の記

述例を示したものである。特徴語として、「挨拶」「名

前」「サバイバル」「ルーティン」「一体」が抽出され

た。 
 
表 5 社会的側面における特徴語と記述例 

特徴語 授業記録における記述例 

挨拶 
挨拶・天気・日にちなど，朝の会等で毎日使

用される語彙をルーティン化する。 

名前 

社会見学でマリーンワールドに行くことに

関連して，海の生き物の名前をいくつか入

れた。 

サバイバル 
緊急度の高いサバイバル日本語の学習を入

れる。 

ルーティン 
朝の会等で毎日使用される語彙をルーティ

ン化する。 

一体 

音楽の時間に他の児童と楽しく歌えると，

一体感・連帯感が出るのではないかと考え

た。 

 
「挨拶」及び「ルーティン」に関する記述では、朝

の会で毎日使用される挨拶や天気、日にちなどの語

彙を授業に取り入れ、継続的に学習することが示さ

れていた。「名前」に関する記述では、社会見学など

学校生活に関連する内容を取り上げ、その場面で用

いられる語彙を学習していた。「サバイバル」に関す

る記述では、学校生活において必要性の高い日本語

を優先的に指導することが示されていた。また、「一

体」に関する記述では、音楽の時間に在籍学級の児

童と一緒に歌えるようにすることを通して、一体感

や連帯感を育むことが意識されていた。 
以上の結果から、社会的側面に関する留意点は、

単に日本語を習得することだけではなく、学校生活

への参加や在籍学級の児童との関わりを見据えた支

援であったことが示された。 
 

4.3 オンライン授業としての特徴 

前節では、授業担当者が授業を実施する際の留意

点について示した。本節では、83回の授業記録を対

象として、オンライン授業という観点から実践過程

を分析した。その結果、オンライン授業では、①集
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中力を維持するための授業設計、②「書く」活動に

おける指導方法の改善、③学校との連携の深化、④

学習環境の整備とオンライン授業の限界、の 4 つの
特徴が認められた。以下、それぞれについて述べる。 

 
4.3.1 集中力を維持するための授業設計 

授業記録を時系列で分析した結果、第 1 期では、
低学年児童がオンライン授業に集中し続けることを

重視し、じゃんけんや歌を取り入れるとともに、授

業を 15 分程度の短い活動に区切って構成する工夫

が行われていた。また、PowerPoint教材についても、
提示するスライド数や内容を授業後に振り返りなが

ら調整していた。 
第 2 期になると、フラッシュカードや動画教材が

導入され、児童の興味や理解を維持するための教材

が充実した。教材の種類を増やすだけではなく、児

童の反応を確認しながら提示方法や活動内容を改善

していることが授業記録から確認された。業内容や

教材は児童の発達段階や理解状況に応じて柔軟に調

整されていた。 
以上の結果から、オンライン授業では、短時間の

活動を組み合わせながらテンポよく授業を展開する

構成が形成されていたことが示された。このような

授業構成については、第 5 章でその教育的意義を考

察する。 
 

4.3.2 「書く」活動における指導方法の改善 

授業記録を分析した結果、「書く」活動については、

オンライン授業特有の課題が早い段階から認識され

ていた。第 1 期には、ホワイトボードを用いて文字

を書く練習を試みたものの、文字の形や筆順をその

場で十分に確認・修正することが難しく、対面指導

との違いが記録されていた。また、双方が同じ形式

の文字練習用ボードを用いる必要性についても言及

されていた。 
こうした課題に対し、第 2 期にはホワイトボード

を継続的に活用し、児童が書いた文字や絵を基に理

解の状況を確認する指導方法が取り入れられた。さ

らに、単なる文字練習だけではなく、一緒に文を考

えた後に児童自身がホワイトボードに日記を書く活

動へと発展し、「書く」活動を表現活動へと広げてい

ったことが確認された。 
第 3 期になると、文字の形や書字の細かな指導に
ついては学校で確認してもらうなど、オンライン授

業と学校での支援を組み合わせた役割分担が行われ

るようになった。オンラインでは内容理解や文章表

現を中心に扱い、字形や筆順については学校側が補

完する体制へと発展していた。 
以上の結果から、「書く」活動については、オンラ

イン授業の課題を踏まえながら指導方法が改善され

るとともに、オンラインと学校との役割分担を取り

入れた支援へと発展していたことが示された。 
 

4.3.3 学校との連携の深化 

授業記録を分析した結果、第 1 期には授業開始時
刻の遅れなど、学校との連携体制が十分に整ってい

ない状況がみられた。 
第 2 期には、担任や日本語指導担当教員との情報

共有の必要性が認識され、児童の学習状況や授業内

容について継続的に情報交換を行うようになった。

また、学校教員が授業に参加し、劇化活動や具体物

を用いた説明を支援するなど、オンライン授業を補

完する役割も担うようになった。 
さらに第 3 期には、国語科の単元目標や児童の語

彙の習得状況などを学校と共有した上で授業を計画

するようになり、学校での学習とオンライン授業が

相互に補完し合う支援体制へと発展していた。単な

る情報共有にとどまらず、学習目標を共有しながら

授業を設計する協働的な実践が行われていたことが

確認された。 
以上の結果から、学校との連携は、授業運営上の

支援から情報共有へ、さらに学習目標を共有した協

働へと段階的に発展していたことが示された。 
 

4.3.4 学習環境の整備とオンライン授業の限界 

授業記録を分析した結果、第 3 期には、イヤホン
の使用や静かな場所への移動など、児童が集中して

学習できる環境を整える工夫が行われていた。これ

らの環境整備により、音声が聞き取りやすくなり、

授業への集中も高まったことが記録されていた。 
一方で、劇化による表現活動など、身体的な動き

を伴う学習では、オンライン環境だけでは十分に対
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応できない場面もみられ、オンライン授業の限界を

感じていたことが記録されていた。 
以上の結果から、オンライン授業では、学習環境

を整備することによって授業改善が図られた一方で、

身体的な動きを伴う活動については、オンラインで

は対応が難しいという限界があることが示された。 
 

4.4 教材の特徴とその変容 

前節では、オンライン授業における実践上の特徴

について示した。本節では、支援内容の変容が教材

にどのように反映されたのかを明らかにするため、

第 1期初日（2022年 6 月 14日）、第 2期初日（2022
年 7 月 4日）、第 3期（開始から約 1年後の 2023年
6 月 12 日）に使用した教材を比較分析した。また、

これらの教材を基に、本実践で用いた教材の特徴に

ついて検討した。 
 

4.4.1 教材の変容 
図 1、図 2、図 3は、第 1期、第 2期及び第 3期に

使用した教材の一部を示したものである。 
 

 

図１ 1期初日の教材の一部 
 

 
図 2 2期初日の教材の一部 

 

 
 

図 3 3期開始 1年後の教材の一部 
 
第 1 期では、東京都教育委員会が作成した教材や

動画教材を活用しながら、あいさつや自己紹介、学

校生活で必要となる語彙など、日常生活に必要な「サ

バイバル日本語」の習得を中心とした教材が用いら

れていた。イラストや写真を多く取り入れ、視覚的

な手掛かりを活用しながら、日本語の基礎語彙や表

現を理解できるよう工夫されていた。 
第 2 期になると、在籍学級で使用している国語科

の教科書の内容を積極的に取り入れ、できるだけ学

校の授業に先行する形で学習を進める教材へと変化

した。教科書本文を扱いながら新しい語彙を学習す

るとともに、内容理解を促す活動を取り入れるなど、

日本語学習と教科学習を関連付けた教材構成となっ

ていた。 
さらに第 3 期には、教科書の内容を基盤としなが

ら、「〜のような」「〜みたいな」といった比喩表現

の理解や、登場人物の様子や気持ちを考える読解活

動など、より高次の言語活動を扱う教材へと発展し

ていた。また、在籍学級で歌う教材を取り入れるな

ど、学校生活とのつながりを意識した教材もみられ

た。 
以上の結果から、教材は、サバイバル日本語を中

心とした基礎的な日本語学習から、国語科の学習内

容を取り入れた教材へ、さらに読解や思考を伴う学

習活動を含む教材へと段階的に発展していたことが

示された。 
 

4.4.2 教材の特徴 
これまでに使用した教材を整理した結果、低学年

児童に対するオンライン日本語学習教材として、以

下の 7つの特徴が認められた。 
 
①複数の短いセグメントで構成されていること 
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②段階的に学習が進行すること 
③繰り返し学習を取り入れていること 
④インタラクティブな活動を含むこと 
⑤多様なトピックや活動で構成されていること 
⑥写真やイラストなど視覚的な手掛かりが豊富で 
あること 
⑦児童にとって身近で楽しい題材を扱っているこ

と 
 
特に、授業の冒頭で毎回同じ活動を行うルーティ

ンは、児童が安心して授業に参加できる流れを形成

するとともに、天気や曜日、日にちなどの表現を繰

り返し学習する機会となっていた。また、新しい語

彙や文法を学習する際には、写真やイラストを積極

的に活用することにより、意味理解を支援する工夫

が行われていた。さらに、ゲームや間違い探しなど

の活動を取り入れることで、児童の主体的な参加を

促していた。 
以上の結果から、本実践で使用した教材は、低学

年児童の認知的発達段階や学習特性に配慮しながら

構成されており、オンライン環境においても学習意

欲や集中力を維持しやすい特徴を備えていたことが

示された。 
 
5. 考察 

5.1 オンライン日本語学習支援における支援内容
の変容過程 

前章では、オンライン日本語学習支援における教

育内容が、日本語の基礎的な言語指導を中心とした

段階から、国語科、さらに他教科へと段階的に広が

っていったことを示した。また、それに伴い、授業

担当者が重視する観点や教材、授業方法についても

変化がみられた。 
この変容は、単に支援内容が増えたことを意味す

るものではない。対象児童の日本語能力や学校生活

への適応状況、認知発達を踏まえながら、その時点

で必要と考えられる支援へと教育内容が発展してい

った過程であったと考えられる。 
支援開始当初は、日本語によるコミュニケーショ

ンそのものが困難であったため、語彙や表現などの

基礎的な日本語指導が中心となった。しかし、日本

語能力の向上に伴い、学校で学習している国語科の

内容を取り入れ、さらに算数や生活科など他教科の

学習内容へと支援を拡大していった。このことは、

日本語教育を学校教育から切り離して考えるのでは

なく、教科学習や学校生活と関連付けながら支援す

ることの重要性を指摘した川上（2011）や文部科学
省（2019）の考え方とも一致している。 
また、授業担当者が留意した事項についても、認

知的側面を中心としながら、情意的側面及び社会的

側面への配慮を組み合わせて支援を行っていたこと

が明らかとなった。特に認知的側面は全期間を通じ

て最も多くみられたが、それは知識の習得を重視し

たというよりも、児童の理解の状況や学校での学習

内容に応じて教材や活動を調整しながら授業を設計

していたことを示している。 
一方、情意的側面では、児童の出身国や生活経験

を尊重しながら、安心して自分の考えや経験を話す

ことのできる環境づくりが継続的に行われていた。

また、社会的側面では、学校との情報共有や学校生

活との接続を意識した支援が行われており、日本語

能力の向上だけでなく、学校生活への適応を支える

という包括的な支援へと発展していたことがうかが

える。 
以上のことから、本実践における支援内容の変容

は、日本語能力の伸長に応じて教育内容を拡大した

というだけではなく、対象児童の発達や学校生活と

の関係を踏まえながら、言語教育、教科学習、学校

生活への適応を相互に関連付けた包括的な支援へと

発展していった過程であったと考えられる。 
 

5.2 オンライン日本語学習支援が成立した要因 
前節では、教育内容、教材、授業方法及び授業担

当者が重視した観点が相互に影響しながら発展して

いったことを示した。本節では、このような支援内

容の変容を支えた成立要因について考察する。その

要因として、①発達段階に応じた教育設計、②心理

的・教育的配慮、③学校との連携の三点が挙げられ

る。 
第一に、発達段階に応じた教育設計である。本実

践では、児童の日本語能力だけではなく、小学校低

学年という発達段階を踏まえ、具体物や視覚教材を
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積極的に取り入れながら、理解の状況に応じて教材

や活動内容を柔軟に見直していた。また、日本語指

導から国語科、さらに他教科へと支援内容を段階的

に広げていったことは、児童の成長や学校での学習

状況に応じて教育内容を発展させていった結果であ

ると考えられる。このような学習者の実態や学習状

況に応じて教育内容を設計・改善していく考え方は、

インストラクショナルデザインの理念とも共通して

いる（鈴木，2022）。 
第二に、心理的・教育的配慮である。授業担当者

は、日本語を教えることだけを目的とするのではな

く、児童が安心して学び、自分の考えや経験を表現

できる学習環境づくりを重視していた。そのため、

児童の生活経験や興味・関心を授業に取り入れ、成

功体験を積み重ねられるよう教材や活動を工夫して

いた。このような取組は、学習者の注意や興味を喚

起し、学習への意欲を維持することを重視するKeller 
の ARCSモデル（鈴木, 2022）の考え方とも整合して
おり、継続的な学習を支える基盤となったと考えら

れる。 
また、このような発達段階に応じた教材設計や情

意面への配慮の重要性は、幼児・児童向け教育番組

として世界的に知られる「セサミ・ストリート」の

教育実践にもみられる。「セサミ・ストリート」では、

教育内容を子どもの発達段階に応じて構成するとと

もに、キャラクターや物語、歌などを効果的に取り

入れることで、子どもが楽しみながら主体的に学べ

る教育設計が行われている（レッサー, 1976）。本実
践においても、児童の興味や学校生活、身近な話題

を教材に取り入れながら学習活動を工夫しており、

発達段階に応じた教材設計と情意面への配慮が、学

習への参加や継続を支える一因になったと考えられ

る。 
さらに、オンラインという制約のある環境におい

ても、授業担当者は児童との対話を重ねながら理解

状況を把握し、その都度教材や指導方法を調整して

いた。このような実践は、認知的プレゼンス、社会

的プレゼンス及び教授的プレゼンスが相互に機能す

ることによって学習を支えるという Community of 
Inquiryの考え方（Garrison, Anderson & Archer, 2000）
とも整合的である。ただし、本研究はプレゼンス理

論を検証することを目的としたものではなく、本実

践を解釈するための一つの視点として援用したもの

である。 
第三に、学校との連携である。本実践では、学校

から提供された教材や学習内容を授業に反映すると

ともに、学校での学習状況を確認しながら支援内容

を調整していた。このことにより、オンライン日本

語学習支援は学校教育とは独立した活動ではなく、

学校での学びを補完し、学校生活への適応を支える

役割を果たしていた。また、授業担当者間で児童の

状況や授業内容を共有し、支援方針を継続的に見直

していたことも、支援内容の改善を支える重要な要

因であったと考えられる。 
以上のことから、本実践における支援内容の変容

は、児童の発達段階や日本語能力に応じた教育設計、

安心して学ぶことのできる学習環境への配慮、そし

て学校との密接な連携を基盤として、授業担当者が

支援内容を継続的に改善してきたことによって成立

したものと考えられる。 
 
6. おわりに 

本研究は、ウクライナ避難民の受け入れという緊

急的な状況の中で開始されたオンライン日本語学習

支援を対象とし、試行錯誤を重ねながら実践を改善

していく過程を分析したものである。その結果、小

学校低学年児童に対するオンライン日本語学習支援

では、支援内容が日本語の基礎的な言語指導から国

語科、さらに他教科へと発展するとともに、それを

支える教材や授業方法、授業担当者の留意点も変化

していたことが明らかになった。また、その変容は、

児童の発達段階に応じた教育設計、心理的・教育的

配慮及び学校との連携によって支えられていたこと

が示された。 
本研究の意義は、約 1年半にわたる 83回のオンラ
イン日本語学習支援を対象として、支援内容の変容

過程とその成立要因を明らかにした点にある。また、

本実践は、一人のウクライナ避難民児童への支援に

とどまらず、自治体におけるオンライン日本語学習

支援の仕組みづくりにつながり、その後はウクライ

ナ避難民以外の外国につながる児童生徒への支援と

して現在も継続して実施されている。このように、
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一つの実践が継続的な支援体制へと発展したことも、

本研究の実践的意義の一つである。 
本研究は一事例を対象としたものであり、その成

果を直ちに一般化することはできない。今後は事例

を蓄積し、比較検討を進めることが必要である。本

研究で得られた知見が、外国につながる児童へのオ

ンライン日本語学習支援を実践する教育関係者や日

本語教師にとって、支援を計画・実施する際の一助

となれば幸いである。 
 
注 
1. GSSC 日本語クラブは、ウクライナ避難民の国内受

け入れの開始を契機に、2022 年 3 月 20 日に日本

大学大学院総合社会情報研究科（GSSC：Graduate 
School of Social and Cultural Studies : Graduate 
Program in Distance Learning）の文化情報専攻の教

員（2 名）が立ち上げた任意団体である。日本語学

習が必要な児童・生徒・学生・成人に対するオンラ

インあるいは対面による日本語学習の支援を目的

としており、日本国内だけでなく、世界各地に在

住する文化情報専攻の大学院生，修了生が支援者

として参加している。 
https://sites.google.com/view/gssc-nihongo-club/ 
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